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第 5 章の CBD へ通勤するという仮定が矛盾しないことがわかる。一方で、相対的に通勤費が高いか公共財の好みのば
らつきが小さいときには、郊外にすべてのタイプが混在して住み、その地点に立地する企業で働くという地域が存在
しうる。さらに、労働の代替性が高い場合には、中心を越えて通勤する状況が生じ、そこでも郊外立地が実現するこ
とになる。
論文審査の結果の要旨
本論文は、これまでの地方公共財の文献で考慮されなかった、いくつかの重要な点を分析している。その中で、最
も重要な点は、地方自治の地理的な広がりを内生的に決定するという点である。本論文では、空間的公共財という新
しい概念を導入することにより、これを可能にしている。内生的に自治体を形成する上で、地方自治体が住民を呼び
集める競争をすることにより、パレート最適が達成されることを証明している。以上の議論は、地方分権や市町村合
併などの問題を考える上で、重要な示唆を与えるものである。
また、第 4 章で明らかにした、大都市圏内の公共財の配分に関するいくつかの法則は、経済で実現されている配分
が最適であるかどうかをチェックするために有効である。
第 5 章では、地方公共財の存在と労働の条様性が、企業の都心への集中をもたらしうることを示している。従来考
慮、されてきた都市の集積の要因だけでは、不充分である可能性があるのである。
本論文では、均衡の存在については議論されてはいない。この点については、今後の課題となろう。また、直観的
な理解を助けるための工夫をすることにより、より魅力的な論文となるであろう。第 5 章では、効用関数の形状など
に強い仮定がなされており、一般化の余地は残されている。このような課題は残されているものの、上述のように、
本論文は、地方公共財が存在する経済を理論的に分析することにより、さまざまな政策分析のための基礎を提示して
いる。したがって、本論文は博士(経済学)の学位を授与するに十分な価値を持つものと判断する。
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